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1 　はじめに
「不確実性の社会における人間性の本質
（Ⅰ）」においては，社会的存在としての人間の
特殊性から生じる社会構造の確実性を踏まえ，
既存社会の構成員としての役割について考察を
加えた。現代日本社会が直面する不確実性の社
会への過程において，その不確実性の発生する
構造を世代間の文化伝達・受容・創造のアンバ
ランスと高齢化社会の進展に伴う年長世代の分
裂から捉えた。
本論文においては，このような立場をさらに
発展させ，社会的存在としての人間の特殊性を
明らかにするとともに，そのような人間の特殊
性から，今後の不確実性の社会に不可欠の人間
性のあり方について考察していきたい。
教育学の分野において，不確実性の社会とは，
教育の基本である家庭教育の衰退と世代間の文
化伝達の崩壊に伴ってあらわれてくる従来とは
異質な社会であり，そのような社会においては
個々人が自らの主体的判断と自己責任において
行為を決定していかなければならない。そのた
めに必要な能力こそが，「生きる力」である。
不確実性の社会における「生きる力」は，それ
までの年長世代から伝えられてきた文化（教
育）によるだけではなく，そのような文化を自
らの主体的判断に基づいて主体的に活用するこ
とによって，新たな困難や問題を解決する力，
まさに「生き抜く力」でなければならない。年
長世代がつくり上げてきた社会に適合するため
の文化伝達という教育が順調に成立している確
実性の社会が崩壊し，不確実性の社会への傾向
があらわれている現在，より多くの困難を克服
するとともにその結果に対する自己責任をとる
必要性があらわれてくる。それこそが不確実性
の社会においてあるべき人間性の本質に求めら
れるべきものである。
以上のような問題意識をもって，確実性の社
会から不確実性の社会への移行について考察し
ていきたい。
2 　社会構造の変質による道徳の変化
⑴　家庭教育の崩壊
現代社会は世界的レベルでの経済至上主義的
イデオロギーが広がりつつある社会である。人
類の発展自体がエロースの成果であり，近代民
主主義社会成立以降の人類は，経済的発展を人
類の発展と理解してきた。この傾向はあらゆる
分野において広まり続けてきた。20世紀後半か
らは，その傾向に拍車がかかり，さまざまの分
野・領域にその影響が広まってきた。教育の領
域においても，家庭教育の崩壊現象が徐々に進
むようになってきた。特に男女共同参画社会推
進1）の流れのなかにおいて，家庭教育の主役で
ある母親の役割を軽視する傾向が一般化され，
その結果起っている現象が，家庭教育崩壊現象
である2）。
本来道徳的価値と経済的価値は本質的に異質
な価値であり，子どもの教育に経済至上主義的
イデオロギーがもち込まれること自体に問題が
ある。しかしながら，現状においては，経済的
格差が教育格差に繋がっていることも統計的に
は示されていることである。あらゆる価値を経
済的価値で置き換えて理解することを正当化す
る傾向こそが，経済至上主義的イデオロギーの
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あらわれである。このような経済至上主義的傾
向が家庭教育の分野にも浸透してくることに
よって家庭教育自体が成立しにくい状況になっ
てきているのである3）。
本来人間性の育成という教育の本質部分にか
かわる教育（人間教育）は，教育愛（アガペー）
によってのみ導かれるものである4）。しかし，
経済至上主義的傾向にある現代社会においては，
教育は経済的価値を実現するための手段教育と
して理解する傾向が強く，そのような教育は教
育の効率性を第一に考えるエロースに導かれる
教育としてあらわれてきている。18世紀に公教
育制度が先進諸国を中心に整備されたときは，
家庭教育が中心であり，学校教育は家庭教育を
補うための教育（知育）が行われる場であった5）。
その後，時代の変化に伴って徐々に学校教育の
領域が拡大してきたのであるが，特に近代以降
は，学校教育は人類の経済的発展を支える科学
技術教育を中心に展開されてきた。この時期の
学校教育は経済至上主義的傾向を進展させるよ
うな手段教育の要素をもつ教育であると言うこ
とができる。このような状況は家庭においては，
人間教育が行われているという前提の下に家庭
教育と学校教育の間のバランスが保たれていた。
家庭において母親による母性愛（アガペー）に
基づいた育児から始まり，家庭教育がごく自然
に行われ続けていたからである。
しかしながら，経済至上主義的傾向の強まり
により，学校教育だけでなく，家庭教育にまで
も経済至上主義的傾向が強まってきたのが，20
世紀後半以降の世界である。経済至上主義的イ
デオロギーの広まりから，経済的活動に直結し
ない活動（育児を含めて）に対する評価が低下
するとともに，男女平等のイデオロギーの広ま
りとその正当性のために，社会における役割よ
りは個人の権利を優先させることを認めようと
するイデオロギーが急速に進んできた。その結
果，男女共同参画社会推進が家庭教育を崩壊に
導くことに繋がったのである。
男女共同参画社会の正当性は世界的レベルで，
現代社会全体の道徳として定着しつつある。そ
のこと自体は人類史において正しい方向性であ
ることは確かなことである。しかしながら，21
万年にわたる人類史において築かれてきた家庭
教育に代わる新たな教育理論を，人類はまだ人
間の本質から導き出していない現状にある。そ
の意味において教育における不確実性の社会の
到来という問題は，人類史的問題と言っても言
い過ぎではない。
家庭教育の崩壊は教育における不確実性の時
代のはじまりとなる現象であり，それを零歳児
保育園で担えるというような物質的対案6）では，
母親と子どもの心のつながりをつくり上げる母
性愛やスキンシップを補うことはできないので
ある。目に見えない家庭教育の崩壊がさまざま
の教育問題の基礎にあることは明らかである。
近年育児休暇の長期化が主張されていること
は評価されるべきことである。しかしながら，
男性が育児休暇を取らないことを問題視する考
え方は，正当な育児の重要性を認めているので
はなく，男女共同参画社会推進のための男女共
同育児（しかも，極めて非教育的な男女共同参
画育児）を推進しようとする傾向のあらわれで
しかない。乳幼児期の育児のあり方の影響は，
その場であらわれてくるのではなく，その子ど
もが成長し，思春期・青年期・成人期になって
あらわれてくるものである。それゆえにこそ，
男女共同参画社会推進と家庭教育の重要性は切
り離して考えなければならないのである。
家庭教育は教育の基本であり，人間が人間性
の本質をもつからこそ，人間でありうるという
事実に基づいて教育が行われるとするならば，
その人間性の本質を維持・発展するための教育
のあり方が求められなければならない。
⑵　異文化の影響
国際化社会の進行により，それぞれの社会に
おける異文化の影響はますます増大してくる。
このような状況において，異文化体験の重要性
が強調されている。国際化の傾向は運輸・通信
技術の進歩に伴って，ますます進んでいくこと
が予想される。このような世界的傾向のなかで，
戦後日本社会は異常な状態に置かれてきた。
戦後日本社会では，戦前の教育からの脱却を
目指して，教育の根本的改革が行われた。米国
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教育使節団来日に伴って，修身・国史・地理の
即時停止，憲法改正，教育基本法の制定が米国
主導で短期間に実現されていった。その結果，
戦後日本の教育は戦後60数年にわたって，日本
の国の歴史・文化を軽視する傾向に向かい続け
てきた。とりわけ，愛国心については，学校教
育で全く取り上げてこられなかった。その結果，
日本人は日本文化の正当な評価をしない傾向と
利己主義的傾向が日本国民に定着してしまった
ことは否めない7）。
このような現状において，異文化の影響は日
本文化を再評価するためのきっかけになる場合
もあり，重要ではあるが，そのための再評価が
成立するための条件として日本の歴史教育を充
実させることは必要不可欠である8）。
現実に国際交流や異文化体験のための教育と
して行われているのは，英語教育であり，海外
でのホームステイ体験である。自国の歴史や文
化を知らないまま異文化を知ることによって，
その異文化自体の価値を正当に評価できないこ
とを教育関係者は認識しなければならない。現
在の日本の教育において，「日本を知る」ため
の教育がいかに疎かにされてきたか，また，さ
れているかを認識し，国際化教育・異文化体験
教育の基礎教育として日本の歴史・文化の再教
育が不可欠である。
国際交流の真の意義は世界全体における日本
の位置を認識し日本の歴史・文化に対する正し
い評価をし，そのような前提において，いかな
る役割を日本が果さなければならないかを身を
もって体験することでなければならない。形だ
けの異文化体験，国際交流は誤った文化認識を
進める危険性があることを教育関係者は認識し
なければならない。
自国に対する十分な歴史・文化教育を受けた
上で異文化の影響を受け取ることによって，さ
らに進んでいく国際化社会で活躍できる国際人
の育成に取り組むことが重要である。とりわけ，
不確実性の時代において，社会のグローバル化
が進んでいくことが予想される現在，自国に対
する愛国心（パトリオティズム）教育は国民に
とって不可欠な要素である。
2006年に改正された教育基本法には，愛国心
の言葉は用いられなかったものの，内容（第 2
条五　伝統と文化を尊重し，それらをはぐくん
できた我が国と郷土を愛するとともに，他国を
尊重し国際社会の平和と発展に寄与する態度を
養うこと）において，明確にその趣旨があらわ
されたことは評価に値する。異文化の影響を有
効に利用できる国際人にとって，愛国心は不可
欠の要素であることを忘れてはならない。異文
化体験の教育が重視される現在，戦後60年余り
にわたって行ってこなかった愛国心教育を，真
剣に行うことによって真の異文化教育の成果を
上げ，来るべき本格的な不確実性の時代を生き
抜く日本人の育成を目指さなければならない。
⑶　世代間関係の崩壊
年長世代から年少世代への文化伝達によって
人類社会は発展を遂げてきた。しかしながら，
情報化社会の進展に伴って社会全体のグローバ
ル化が進み，一つの社会内での縦の関係（世代
間の関係）と並行して各国や文化圏の間での横
の関係（国際関係）からの文化伝達が行われる
社会が情報化社会の特徴である。このような横
の関係の強化によって，従来の縦の関係が成立
しにくくなった状態が世代間関係の崩壊現象な
のである。つまり，情報化社会の進展の負の成
果こそが世代間関係の崩壊なのである。
世代間関係の最も大きな要素は教育であり，
世代間の関係の崩壊が起す不確実性は教育にお
いて最も顕著にあらわれる。世代間の文化伝達
としてあらわれる教育は，基本的には道徳教育
である。社会における生活ルールとしての道徳
は具体的な生活を成り立たせる基本であり，そ
の社会がつくり上げてきた歴史と文化の総合体
である。この世代間関係が崩壊するということ
は，その社会自体の変質を引き起すことになる。
世代間関係とは年長世代と年少世代の関係で
あり，年長世代は年少世代に対して愛情をもち，
それまでのその社会で培われてきた文化を年少
世代に対する愛情ゆえに年少世代に伝達したい
という欲求をもち，同時に年少世代は年長世代
に対する信頼と尊敬の感情をもつがゆえに，そ
の年長世代を模倣したいという欲求が成り立つ
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ところに文化伝達が成立する。つまり，世代間
の文化伝達は世代間の相互信頼・尊敬と愛情関
係のうちに成立する。このような世代間関係が
成立しているからこそ，その社会独自の文化が
発展してきたのである。それゆえ，世代間の関
係が崩壊するということは，その社会の順調な
発展が妨げられる可能性をもつ時代の到来を意
味する。つまり，不確実性の時代は世代間の関
係の崩壊によってもたらされると言うことがで
きる。
世代間の関係の崩壊はその社会における道徳
の崩壊の前兆である。道徳の崩壊は社会におけ
る価値観の多様化から始まり，価値観の混乱，
さらには，従来認められなかった新たな価値観
の成立に繋がる。この過程が不確実性の社会の
成立過程である。このような不確実性の社会成
立のはじまりは，既存社会における世代関係の
崩壊現象であるが，それは年長世代自身の混乱
に起因する場合が多い。年長世代が明確な価値
観に基づいて既存社会を維持・発展させている
とき，その社会の混乱は起らないだけでなく，
次世代への文化伝達が確実に進んでいく。その
場合，その社会の道徳は確立した社会と言うこ
とができる。
不確実性の社会は年長世代の年長世代として
の価値観の揺らぎに起因し，年少世代に対する
文化伝達欲求をもてない年長世代の意識のなか
であらわれてくる。現代社会における状況は情
報化社会の進展に伴う多様な価値の氾濫と，そ
れに伴う価値観の混乱のうちに，年長世代がそ
れまでに培ってきた歴史的文化的価値観に基づ
く道徳を年少世代に伝えたいという欲求をもち
えない状況であると言うことができる。その根
本的理由は年長世代自身のプライドの喪失であ
る。年長世代が年長世代としてのプライドをも
つからこそ，文化的価値の総体から生まれる道
徳を伝達し，その社会を維持したいという欲求
をもつことができるのである。それが成立しな
いのは，年長世代が年長世代としてのプライド
をもてないことが第一の原因である。そして，
それは情報の氾濫とそれに伴う価値観の混乱で
ある。これらの現象も，経済至上主義的イデオ
ロギーの世界的レベルでの広がりに起因してい
ると考えられる。
⑷　経済至上主義的イデオロギーの問題点
人類文化の発展は人間のもつ価値的欲求の強
さに起因している。人間は他の動物に比較にな
らないほどの強いエロースをもっているからこ
そ，高度の科学・技術や文化を発展させてきた
ことは明らかなことである。そのエロースは現
在人類全体の経済至上主義的イデオロギーとし
て人類の経済的発展を希求している。宇宙開発
の名の下に宇宙環境汚染を引き起そうとしてい
ることに気付かないのも，地球上における経済
至上主義的イデオロギーの広まりによって地球
環境破壊に繋がってきたことを反省していない
エロースの結果である。人類の科学・技術の進
歩の結果，地球規模の環境破壊が起っているに
もかかわらず，宇宙開発についても全く同じ構
造で宇宙環境破壊に手を染めようとしているこ
と自体気付いていないのである。
経済至上主義的イデオロギーを導いているエ
ロースはあらゆる生物がもつ普遍的欲求愛であ
る。それは自然界の摂理である弱肉強食を成立
させている。弱肉強食は人間を含むあらゆる生
物に当てはまる自然界の摂理なのである。しか
しながら，人間は人間独自の価値観としての弱
者救済という道徳理念を「自制」という人間独
自の意志から成立させようとしてきた。道徳理
念としての「自制」は，人間のエロースに導か
れる価値追求性を制御することによって「人間
らしさ」を実現しようとしてきたのである。人
間の道徳とは，このような弱肉強食を自制する
ことによって弱者救済を実現していこうとする
道徳意識をもつところに成立する。人間の自然
の欲求は基本的にはあらゆる生物がもつ弱肉強
食的欲求と同種の欲求である。ただ人間はその
ような弱肉強食的欲求を自らの自由意志（理性
と意志）によって，自制することも拡大するこ
とができるのである。そのような欲求を自らの
自由意志に基づいて自制するところに人間独自
の道徳が成立してくるのである。逆に欲求を拡
大するとき，人類は自然破壊や環境破壊を行う
ことも少なくない。人間以外の生物は自らの主
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体的意志に基づいて自制することはできない。
それゆえ，自然界には弱肉強食という摂理が必
然的に成立してくるのである。
人間のもつ強力なエロースは人類の科学技術
や文化を発展させてきたばかりか，経済至上主
義的イデオロギーとして経済的発展を世界レベ
ルで進めてきた。その過程で地球環境汚染，格
差問題といった負の成果も生み出してきたので
ある。
教育において経済至上主義的イデオロギーの
もつ問題点は，人間の自然的欲求を尊重しよう
とする自然主義教育思想を肯定しようとすると
ころにある。子どもは本質的に自然的存在であ
り，子どもらしさは自然そのもののあらわれで
ある。教育問題の大部分9）は子どもの自然性故
に起っている問題であり，教育はその自然性を
人間性へ高めるために行われるはたらきかけで
なければならない。このような意味において，
教育は経済至上主義的イデオロギーに最もそぐ
わないものであると言うことができる。
今後の不確実性の社会においては，経済至上
主義的イデオロギーから脱却する可能性のある
社会が期待される。従来の人類の発展を支えて
きたエロースの経済至上主義的イデオロギーか
らの方向転換がいかなる方向に向かうか，まさ
に不確実な要素が多いが，そのような新たな社
会に向けての教育が求められる。さらに，その
ような社会における道徳がいかなるものになる
かについての見識を教育者はもたねばならない。
経済至上主義的イデオロギーの問題点は，弱
肉強食を前提にする自然界の摂理を認め，維持
するところにある。「人間らしさ」の本質はこ
のような自然界の摂理である「弱肉強食」を認
めながらも，人間の独自の原理である道徳に
よって「弱者救済」を実現していくところにあ
らわれてくる人間性の本質である。このような
人間性の本質を実現していく新たな社会こそが
従来の価値観から脱却した不確実性の社会が向
かうべき社会でなければならない。
経済的価値を超えた価値を追究する人間性の
本質こそが，新たな社会をつくり上げていかな
ければならない。
3 　新たな社会構造のはじまり
⑴　家庭教育に代わる学校教育の役割
家庭教育の崩壊現象は人類の教育の構造を根
本的に変えることに繋がる。母親を中心に育児
を行うという常識が崩壊しようとしている。こ
れこそ教育における不確実性の時代の始まりと
言っても言い過ぎではない。しかしながら，家
庭教育が崩壊し，それを放置して人間の成長・
発達が十分に行われるはずがない10）。
近代公教育制度の下で学校教育は家庭教育の
不足部分を補うための教育専門施設として発展
してきた。公教育制度が発足した18世紀以降，
学校教育は知育を中心に行うことが目的とされ
てきた11）。それまでの教育の大部分は主に家庭
教育と教会による宗教教育でその役割を果して
いた。20世紀後半以降の経済至上主義的イデオ
ロギーの広まりと男女共同参画社会推進の結果，
家庭教育の主体であった女性が男性と同様に家
庭を出て経済活動に集中することを認めようと
する社会的風潮のなかで，家庭教育は次第にそ
の機能を失ってきている。
このような状況において，学校教育は家庭教
育で行われてきた人間教育の基礎をより積極的
に取り入れていかなければならない。従来家庭
教育の中心的部分は道徳教育であり，その道徳
教育は人間としての基本的生き方や社会的ルー
ルとしての常識等を日常生活において子どもが
親の生活を模倣する形で行われてきた。つまり，
親自身の教育意図は必ずしもなくても，親とし
ての自覚と子どもに対する愛情があって，子ど
もとのスキンシップを伴う日常生活において自
然に行われてきた家庭教育であった。それゆえ，
家庭教育の崩壊は，母親の子どもに対する母性
愛の希薄化と経済至上主義的イデオロギーに導
かれた共働き・男女共同参画社会推進的風潮と
いう必ずしも教育とは関係あるとは言えない社
会的傾向に導かれて起ってきた現象である。
このような家庭教育の一般的傾向に対応して
学校教育は変わらなければならない現状に置か
れている。このような現状に対して，仕事が増
えたという事実に不平不満をもつ学校教師も少
なくない。家庭教育の崩壊に伴って学校教育の
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領域が拡大することは，本来の学校教育の使命
である。学校教育は家庭教育を補う教育専門機
関なのであり，教師はその教育に関する専門職
なのである。したがって，現状の家庭教育から
判断して，学校教育の取り扱うべき内容は従来
家庭教育において親によって行われてきた教育
全般を引き受ける必要がある。
教育専門家である教師は親の教育の不足する
部分をその専門的見識から見抜き，それを補う
ために親を指導する必要がある。それと同時に，
教師にとって子どもの学習権を保障することも
重要な責務である。子どもの学習権は人間とし
ての基本的人権に含まれるものではあるが，現
在志向性を基本的性質としてもつ子どもにとっ
て，学習権を権利として理解する子どもは少な
い。それゆえにこそ，その子どもに代わって，
子どもの（意識していない）権利を保障するこ
とは教育者の重要な責務なのである。家庭教育
が親子間の本来的な信頼関係によって成立して
きたのに対して，学校教育における教師と子ど
もの関係はその信頼関係を教師の側からの努力
によってつくり上げなければならない12）。しか
しながら，それこそが真の専門職である教師の
仕事なのである。
学校教育が家庭教育の不足する部分を補う教
育のための専門的機関として成立してきたとい
うことは，本来その教育専門機関の専門職であ
る教師は家庭教育の状況に常に注意を払い，そ
の状況に敏感に対応することが求められる。そ
れこそが教育専門家である教師の責務である。
現状における教師の職責は家庭教育の崩壊状
況を敏感に察知し，親の教育権を代行するとと
もに子どもの学習権を保障することにある。そ
れゆえ，教師は子どもの現状を子ども個人の学
習状況だけでなく，家庭における生活状況，家
庭環境等から総合的に捉えるように心がけなけ
ればならない。さらに，本来家庭教育が行って
きた乳幼児期の教育を現在のような零歳児保育
園ではなく，真の教育機能を充実させた幼稚園
の再構築が望まれる。女性の男女共同参画を進
めるための施設である保育園を子どもの幼児教
育を充実させる施設である幼稚園に転換するこ
とは，これからの不確実性の社会における教育
改革の一つに入れられなければならない。
また，この新たな幼稚園には，本来の家庭教
育の機能を取り戻すための母親教育の機能をも
もたせる必要がある。乳幼児期の家庭教育の基
本は，実の母親の愛情とスキンシップによって
成立する。それゆえ，母親が自らの子どもに対
する母性愛によって子どもとのスキンシップを
取れる十分な機会づくりやその意識形成のため
の母親教育は，家庭教育復活の一つの手立てで
あると言うことができる13）。
今後の不確実性の時代は従来の教育的発想の
延長上では適切に対応できないからこそ，不確
実性の時代と言われるのであり，そのような時
代において，学校教育は家庭教育に取って代わ
らなければならないのである。
⑵　超国家的集団社会
情報化社会の進展により，一つの国家，一つ
の社会内での世代間関係が成立しにくくなるこ
とについてはすでに明らかにした。国際化の進
行に伴って異文化の影響を大きく受けるように
なることによって，世代間の関係自体が崩壊の
危機に瀕している。この世代間関係の崩壊も不
確実性の社会をつくり出す一つの要素になって
いる。
新教育基本法において愛国心の規定を含むこ
との意義は大きい。愛国心の教育を正当に行う
ことにより偏ったナショナリズムを排除し，真
のパトリオティズムが世界的レベルで実現して
いくと，最終的には地球全体が超国家的な集団
社会になる可能性が出てくる。現状では，世界
はまだ偏狭なナショナリズムの国家が大勢を占
め，それぞれの国が自国の利益のみを優先させ
ようとする政治的駆け引きが行われているが，
不確実性の時代においては地球全体の危機や宇
宙的レベルでの問題が出現してくる可能性があ
り，その場合には，地球国家的な集団（超国家
的集団社会）があらわれてくることが必要に
なってくる14）。
情報化と国際化の進展は最終的には，国家間
の共通化が起り，国家の枠組みが徐々に弱まっ
ていく。それぞれの国家内における文化の独自
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性が失われ，相互に影響されながら共通化して
いくことになる。しかも，パトリオティズムに
よって世界的レベルでの愛国心が生成し，地球
国家としてのまとまりも生成してくる。つまり，
一つの国家内において年長世代と年少世代の文
化伝達から成立する世代関係は崩壊するが，世
界的レベルでの横の文化交流が進み，その結果，
世界的レベルでの新たな世代関係が成立してく
るのである。
社会のグローバル化により，国家や文化圏を
超えて世界国家としての新たな集団社会へ繋が
る不確実性の時代になることが望まれる。その
ような方向に世界全体が向かっていくためには，
人間性の本質である道徳性の伸長の教育は進め
られなければならない。既存社会への適合とい
う道徳教育の側面と人間の本質としての道徳性
の伸長の側面のうち，後者の道徳教育こそ，い
かなる社会構造の変化が起っても有効に機能す
る。つまり，パトリオティズムを養う愛国心教
育の充実とともに，弱肉強食的要素をもちつつ
も，自制によって人間独特の弱者救済的要素を
強めていく意志の道徳教育を進めることが，今
後の不確実性の社会に備えるための教育になっ
てくる。
教育専門家である教師は，このような不確実
性の社会に向かって生き抜いていくことが求め
られる子ども達に，従来行ってきたような既存
社会に適合するだけの教育を行うのではなく，
不確実性の社会において予測できない事態に十
分対応し，その困難を切り開いていく「生き抜
く力」を養う教育を目指すことが求められてい
る。そのためには，自ら問題を発見し，その問
題に自らの生き方の課題を設定し，それを解決
していける力である「生きる力」を育成する自
覚を教師自身がもたなければならない。そして，
そのような「生きる力」を「生き抜く力」にま
で高めていくことが必要なのである。
⑶　新たな世代関係
先に取り上げたように，年長世代から年少世
代への文化伝達という人類誕生以来続いてきた
文化発展の構造が崩壊しようとしている。その
根本理由は年長世代の分裂現象である。医学・
保健衛生の充実により平均寿命は画期的に延び
てきている。その結果，社会を構成する年長世
代と次世代を担うべき世代としての年少世代と
いう世代関係そのものの構造が崩壊しようとし
ている。既存社会を維持・発展させる中心的役
割をもつ年長世代は，大人としての未来志向性
をもち，現実社会の発展を目指す立場に立ち，
その必要性から年少世代に対する文化伝達を
行っているのが，世代関係に生じる教育の構造
である。しかしながら，平均寿命の伸長により
年長世代の期間が拡大し，現実社会での現役的
役割から引退する期間（高齢期）が画期的に伸
長してきた。つまり，人生の余暇と言われた高
齢期が約20年に及ぶ現状になってきた。さらに
750万人を超える団塊の世代が高齢期を迎えよ
うとしている現在，少子高齢化問題は介護と年
金問題をはじめとする社会保障制度全般にわた
る問題に発展しようとしている。
今こそ，高齢者の定義の見直しを行うととも
に，年長世代を現在の高齢者の規定基準になっ
ている65歳を境として年長世代前期と年長世代
後期に分け，世代間の文化伝達を 3 つの世代間
における文化伝達にすることが必要である。社
会制度全体としての改革は，年長世代後期の現
役復活の労働15）の場の提供と，年金支給開始年
齢の引き上げを実現しなければならない。
新たな世代関係において高齢者や高齢期とい
う表現を用いないことも必要である。現実には
高齢者＝現役引退者のイメージが強く，このイ
メージを払拭するためにも，高齢者という表現
は慎むべきである。
そのような前提の下に，三つの世代間（年長
世代後期，年長世代前期，年少世代）における
文化伝達の構造づくりが必要である。
4 　人間性の本質が求めるもの
⑴　「人間らしさ」の本質である二律背反
「人間らしさ」は人間にける二律背反に起因
している。つまり，動物がもつ弱肉強食的要素
と人間独自の弱者救済的要素を同時にもつのが
人間である。人間が動物的要素をもたない場合，
そこに「人間らしさ」は感じられない。理性だ
─ 8 ─
不確実性の社会における人間性の本質（Ⅱ）
けで完璧な生活をしている人間を不自然に感じ
るのは，「人間らしさ」には本能的なものが常
に備わっているからである。人間性の本質はこ
のような自己矛盾を含むところから「人間らし
さ」が感じられるのである。
人間性の本質はこの「人間らしさ」としてあ
らわれてくるが，自己矛盾を含む人間としての
特徴と言うことができる。人間は人間らしいか
らこそ，理性だけで生きていくことはできず，
本能に振り回され，しかも，後で後悔する。人
間性の本質には，このような人間の二律背反的
本質がある。そのような矛盾する本質を備えて
いるからこそ，人間社会には法律以外に道徳と
いうルールがあらわれてくるのである。法律と
いう理性によって決定された決まりだけで人間
社会が営んでいけないことは，人類史を振り返
れば明らかなことである。人類史には理性的な
ルールである法律 ･ 条約・契約等が存在してい
るが，それらの理性によるルールは常に破られ
ることが普通である。それに対して，外的拘束
力をもたない自制的ルールである道徳はいかな
る社会においても，その社会集団内の構成員同
士の内的結束（心のつながりや仲間意識）を作
り出し，それを維持するための有効な力となっ
てあらわれてくる。つまり，道徳に従って生活
すること自体が同朋意識をつくり出すのである。
道徳がそのような現実的有効性をもつのは，そ
れが人間性の本質である二律背反のあらわれと
してのルールだからである。
それゆえにこそ，人間性の特徴は道徳性を含
む自然性と言うことができるのである。教育は
この人間性を伸長するために，世代関係を通じ
て文化を伝達し，個々人を既存社会に適合させ
つつも，既存社会そのものの発展を実現してい
かねばならず，それこそが人間社会の発展なの
であるが，現実にはその人間社会はそれぞれの
国家のなかにある社会であって，その人間社会
の発展自体が国家間の対立矛盾を引き起してく
るのである。人類史は戦争の歴史であると言わ
れるように，太古の時代から人類は常に戦争を
続けてきた。それはそれぞれの社会集団である
国家が対立してきたからである。ある社会で成
長した人間はその社会に対して愛着をもち，そ
れがナショナリズムとなってそれぞれの国家と
してのまとまりが出来上がってきたのである。
近代国家が戦争を続けてきたのは，もともと
愛国心がナショナリズムとしてあらわれてきた
からである。近年，パトリオティズムとしての
愛国心の考え方が発生してきたのは，世界平和
が世界共通の国家意識によってのみ成立すると
いう意識の広まりに伴って，そのような共通国
家を成り立たせる愛国心こそが，パトリオティ
ズムであるからである。パトリオティズムの考
え方は理性によってつくり上げた愛国心であり，
人間性を構成する道徳性と自然性の調和の賜物
であると言うことができる。それゆえにこそ，
愛国心の教育は不可欠なのである。パトリオ
ティズム的愛国心は教育によってのみ養うこと
ができるのである。その意味で，戦後日本にお
いて愛国心教育を全く行ってこなかったことは，
大きな問題である。現在の日本人の心に共通す
る愛国心は皮肉にも愛国心教育を行ってこな
かったからこそ，ナショナリズム的愛国心に
なっているのである。このようなナショナリズ
ム的愛国心をパトリオティズム的愛国心に転換
させるのは，個々人の人間としての道徳性以外
にはない。
ここでこのような道徳性を導く確固たる道徳
について考察する。
⑵　道徳性を導く確固たる道徳
「人間らしさ」の本質である二律背反が「あ
るべき人間らしさ」に導かれるためには，人間
自身の特徴を示す道徳性が必要である。道徳性
の育成は道徳教育の目的であるが，人間として
主体的に正しい行為を決定し，実践し，自ら反
省し，評価することができるのは，そのような
道徳性に基づいて実現していくことである。こ
のような道徳教育は確固たる道徳が成立してい
る社会（確実性の社会）においては，容易に実
現される。それは必ずしも学校における道徳教
育によらなくても，家庭においても，具体的生
活実践においても，成立してくる。しかしなが
ら，このような確固たる道徳が崩壊することに
よってあらわれてくる不確実性の社会において
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は，道徳教育は学校という教育機関において明
確な価値観に基づいて実践されていかなければ，
その成果はあらわれてこない。不確実性の社会
とは，個々の国家が独自の発展を遂げることが
情報化の進展により，不可能になってきた社会
であり，そのような社会であるからこそ，教育
機関である学校における道徳教育の重要性が高
まってくるのである16）。
社会状況の変化に伴ってあらわれてきている
不確実性の社会はその社会内で自然にあらわれ
てくる道徳自体が多面的側面や矛盾を含みもつ
状態になってあらわれてくる。それゆえにこそ，
学校という教育機関において，現実社会の価値
の吟味とそれに基づく道徳教育が充実されなけ
ればならないのである。そのためにも，学校に
おける道徳教育は現実社会のあり方に敏感に対
応し，積極的に展開されなければならない。教
師は単に学習指導要領に従って，教科書の内容
を教えるだけでなく，子どもたちが実際に生活
している現実の社会状況の変化を敏感に察知し，
日常の教育実践に取り入れていけるような柔軟
性と現実性をもたなければならない。現実社会
を認識できていない教師に，現実生活を有能に
生きていける道徳性を育成することはできない
のである。
⑶　経済的価値を超えた価値に繋がる精神的健
康性
経済至上主義的イデオロギーの蔓延している
現代社会において，現代人は経済的価値を実現
することに終始している状況が至る所にあらわ
れている。しかし，経済的価値を超える価値に
対する主体的欲求をもてるような道徳教育が，
これからの不確実性の社会に向けて求められる
ことが必要である。
近代社会を成立させ，その社会自体の発展を
実現してきたのは経済的価値であり，それを求
めることによって実現されてきた経済的発展で
あった。しかし，経済的価値以上の価値を求め
たいと思える精神的健康性の育成こそが，道徳
教育に求められるのである。このような経済的
価値を超えた価値こそが不確実性の社会におい
て必要な価値なのである。経済的価値の問題点
は，経済的発展の基礎を成り立たせる自由競争
が基本的に弱肉強食の理念のもとに行われる点
にある。他者に対する「思いやりの感情」は弱
肉強食的自由競争を成立させない。このような
経済至上主義的イデオロギーの蔓延している現
代社会を思いやりの道徳的社会へと導いていく
ことができるのが，精神的健康性なのである。
そして，その精神的健康性を導くことができる
のは，道徳教育なのである。
⑷　不確実性の社会に不可欠の「生き抜く力」
戦後の高度経済成長期からバブル崩壊までの
右肩上がりの経済的発展を遂げてきた日本社会
こそ，確実性の社会であったと言うことができ
る。確実性の社会において，教育は文化伝達に
よって次世代を既存社会に適合させつつ，社会
そのもののさらなる発展を図ることで実現され
る。しかしながら，「失われた20年」という時
代を経て，現在では労働者全体の40％が非正規
労働者であり，しかも，大卒就職後 3 年以内に
30％の学生が職場を変えているという状況から，
日本において，終身雇用制は崩れ去ろうとして
いる。これこそ不確実性の社会の特徴であると
言うことができる。
不確実性の社会においては，年少世代が年長
世代の文化を受け継いで既存社会に適合するこ
とができないような状況が社会全体に広がって
くる。年少世代は自らの進路を自らの責任にお
いて決定し，自ら切り拓いていかなければなら
ないのである。このような意味において，従来
から言われてきた「生きる力」より以上にシビ
アな自己選択と自己責任が課され，それを克服
していく必要がある。
与えられた道を通りながら「生きる力」を身
に付けていくのではなく，不確実性の社会にお
いては，自ら道を切り拓き，「生き抜いていく
力」が不可欠なのである。不確実性の社会にお
いては，先人の模倣によって人生を歩いていく
ことは必ずしも可能ではない。先人の歩んだ道
であっても，自らの主体的判断が常に求められ
るのである。主体的判断に導かれた行動を自ら
反省し，自ら修正して新たな道を切り拓いてく
力を身に付けていくことこそが，不確実性の社
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会における人間性に求められるのである。その
ような人間性には，耐性が大きな核としての役
割をもつ。時代の流れのなかで自然に大人にな
り，社会的役割を演じるようになる確実性の時
代から個々人がそれなりの耐性をもって生き抜
いていかなければならない不確実性の社会に向
かう教育のあり方は今後さらに検討されなけれ
ばならないであろう。
註
1 ）男女共同参画社会の推進傾向自体が問題なの
ではなく，その背後に隠されている経済至上
主義的イデオロギーに問題がある。育児や子
どもの教育が経済的利益に直接結び付かない
ことから，育児の軽視や育児における男女共
同参画化が非教育的観点から進められている。
乳児期における育児は母親が行うべき教育で
あり，幼児期以降父親の育児の必要性があら
われてくるという教育的見解に基づく育児の
役割分担は必要であるが，単なる女性の社会
進出を目的とするイデオロギーで教育的見解
をゆがめてしまっている現状こそが経済至上
主義的イデオロギーの影響と言える所以であ
る。
2 ）女性の母親としての教育的役割よりも，女性
の労働者としての役割が，経済至上主義的イ
デオロギーの広まりなかで重視されるように
なってきているのである。
3 ）このような傾向が少子化現象をも起している。
社会全体の経済的発展自体は，多数の低賃金
労働力によって実現されるが，社会全体が経
済的発展を遂げるや，いかなる社会も少子化
傾向に陥る。
4 ）ペスタロッチーが主張する教育はこのような
アガペーに導かれる教育である。
5 ）古代ギリシア時代以降，人類史において常に
家庭教育は教育の中心であった。
6 ）家庭で母親が行う育児を零歳児保育園で保育
士が行う育児に置き換える。
7 ）国に対する自らの権利を主張することは行っ
ても，義務を果さない傾向が強く，自分個人
の生活が安定していれば，国や社会がどう
なってもいいと考える日本人は少なくない。
北朝鮮によるテポドン発射や竹島問題，尖閣
諸島問題等に強い関心をもつ日本人は必ずし
も多くない。
8 ）世界文化遺産に最初に認定された日本の文化
遺産は姫路城であった。この事実を日本人は
特に問題があるとは認識していない。世界最
古の木造建築物である法隆寺が世界文化遺産
に認定されるより前に，姫路城が認定された
こと自体，戦後の日本の歴史教育が十分でな
かったことを示すものである。
9 ）教育問題の大部分（いじめ，不登校，学級崩
壊，学力問題，問題教師，モンスターペアレ
ント等）は子どもの自然性から発生してきた
問題である。
10）零歳児保育園は教育機関ではない。とりわけ，
乳幼児期における教育は実の母親の母性愛と
スキンシップによる育児という形で行われる
のであり，少なくとも現状の零歳児保育園は
幼児教育施設と言うことは出来ない。保育園
は共働き家庭の育児支援のための場であり，
教育の場ではない。保育園と幼稚園の統合形
態として認定こども園が設置されつつあるが，
これも，教育的配慮と言うよりは，厚生労働
省と文部科学省の綱引きの結果生れた妥協の
産物に過ぎない現状である。
11）産業革命以降，労働者としての基礎能力が一
般的に必要になってきたため，公教育制度が
成立発展してきたのである。
12）一昔前の学校における教師と子どもの関係は，
子どもの側の一方的努力によって成立してい
た。それはいわゆる学級王国である。現在で
は教師の側の努力で学級崩壊が起きないよう
な学級経営をすることが必要である。ちなみ
に小学生の年齢の子ども30人程度が集まって，
45分間授業に黙って集中していることのほう
が異常であることは子どもの本質から考えれ
ば明らかなことである。
13）もともとフレーベル（F. W. A. Fröbel,　
1782～1852）の幼稚園（Kindergarten）には，
小学校への準備教育，遊びの促進，母親教育
の三つの機能をもっていた。
14）EC や ASEAN などの地域集団国家群のまと
まりはそのあらわれとも考えられる。
15）もちろん後期年長世代が行う労働が前期年長
世代の労働と同様の内容のものではなく，経
験と実績を活かせる労働を後期年長世代が担
当するような労働における役割分担が必要で
ある。
16）それゆえにこそ，第二次大戦以降の学校にお
ける道徳教育は必ずしも成果を上げてきたと
は言えない事実があるにもかかわらず，現代
日本社会は比較的道徳的であると一般に考え
られているのである。
